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2．区割画定問題   

区割画定の作業は，衆議院議員選挙区画定審議会が法  

律で定められた「基準」と審議会が独自に定めた「区割  

案の作成方針」に則り行う．主な区割ルールは以下の通  

りである．  

（1）選挙区間の人口格差は2倍以上にしない・  

（2）選挙区内で飛び地を作らない・  

（3）地域のつながりを考慮する・  

都道府県をまたぐ選挙区は許されていないので，基準  

（1）は定数配分問題と密接に絡む・そこで，ここでは次  

の基準に読み替えて利用したい．  

（1′）都道府県内で，選挙区間の人口格差は最′卜  

3。モデル化とアプローチ   

区割画定問題は主に集合分割問題とグラフ分割問題と  

してのモデル化が可能である．いずれにせよ〟アー困難  

のクラスに属す【4】，【5】・そのため，近似解法や分枝限定  

法を基礎とした厳密解法が適用されてきた．近似解法で  

は，ニューラルネットの手法を用いて東京都（58市区郡，  

25議席）の区割薬草出の試み【3】や，グラフ分割問題の  

解法を神奈川県（49市区郡，17議席）に適用した例【7】  

などがあり，改善案を提示している．しかし，政治学の  

立場から【8】が指摘しているが，区割画定には悉意的な  

操作がないことが重要で，最適性の保証がない案は間遠  

を残す．そこで，最適解導出が重要な課題となるが，あ  

まり良い報告は見受けられない．高々4議席を持ついく  

つかの県の場合（青森県，秋田県等14県）に関しては，  

分枝限定法による最適区割判や，旧中選挙区制度下で  

の千葉県（38市区郡，4選挙区）の最適区割【5】を導いた  

例がある．しかし，選挙区数々て5つを超える場合，最適  

区割の導出例は無く，その導出の困難さも報告されてい  

る【4】・本研究では，都道府県毎の特徴を見てモデルを  

使い分け，アプローチを工夫し最適解の導出に取り組み  

たい．  

集合分割問題として捉えた場合  

選挙区として設定可能な市区郡の集合（ピースとよぷ）  

をすべて列挙する．市区郡を重複無くすべて被覆する議  

席数分のピースの組合せゐ中で，利用ピース間の人口格  

差最小の組合せを見つける問題として区割画定問題を  

捉えると集合分割問題に帰着する【2ト このモデルの欠  

1．はじめに   

日本の衆議院議員選挙は1994年に法改正がなされ小  

選挙区比例代表並列制により実施されている．実施に必  

要な300／ト選挙区の「良い」区割を見つける問題を小  

選挙区区割問題とよぶことにする．この間題の「良い」  

区割の特徴は「選挙区の人口格差は2倍以内」と法律で  

定められている．つまり，大局的にこの間題は各選挙区  

の人口格差を2倍以内にする300地区への地域分割を  

見つける数理モデルで捉えられる．ただ実際には，区割  

は都道府県内でしか認められず，各都道府県の選挙区数  

は「議員定数300のうち47を各都道府県に1ずつ配分  

し，残りを人口に比例して配分する」という条件が付け  

られ，都道府県毎に区割を定めながら全体で「良い」区  

割をみつけなくてはならない．少なくとも，議員定数を  

各都道府県にどう配分するかの定数配分問題と，配分さ  

れた議員定数を基に小選挙区をどう画定するかの区割酉  

定問題の2つが互いに絡み合う問題として捉えなくては  

ならない．   

前者に対しては，様々な数理的なアプローチからの研  

究がなされてきた．ただ，現行定数配分方法は，自由度  

の少ない形で既に定められており，この点だけのサポー  

トは特に必要はないと思われる．一方，後者に関してIも  

原則方針が示されているのみで比較的法律上の制約が少  

なく自由度の高い作業となる．そのため，意思決定への  

数理的なサポートが重要と考えられる．しかし，実際は  

その材料の提供は少ないようだ．この理由のひとつとし  

ては，その提供の困難さが関係していると予想される．  

区割画定問題は組合せ最適化問題に帰着が可能【2】，【7】で  

あるが，問題の大きさが市区郡数レベルであっても実用  

的な時間内での最適解導出は難しいと思われるからであ  

る．過去の結果でも，高々4選挙区の県での最適区割導  

出にとどまっている刷，【8】・しかし，それらは汎用的な  

手法の応用として取り組まれたもので，区割画定問題に  

特化したものではない．特化した取り組みとしては，ア  

メリカでの6選挙区区割例がある【6トただ，日本の各都  

道府県の配分議席数は現行でも2から25と幅広く，全  

都道府県での最適区割が可能かは未だ知られていない．  

本研究では，手法の汎用性にはこだわらず，組合せ最適  

化分野の様々な手法や，都道府県が持つ特殊な問題の構  

造を積極的に利用し，最適区割導出に取り組みたい．  
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点は，列挙するピース数が膨大になることが多く列挙が  

困難なことと，列挙できた場合でも，ピース数が多いと  

集合分割問題の解導出が困難な場合が多い点である．た  

だ，厳密性を失わずに利用ピースを吟味し制限すること  

でピース数の減少や，さらに列生成法をベースとした陰  

列挙の工夫などが考えられる．  

グラフ分割問題として捉えた場合  

市区郡を点とし，市区郡間の隣接関係を枝としたグラフ  
を考える．このグラフを議席数個の連結な部分グラフに  

分割した時，各部分グラフの点に対応する市区郡の人口  

の総和の格差を最小にする分割を求める問題として区割  

画定問題を捉えるとグラフ分割問題に帰着する．グラフ  

分割問題は，全域森問題からのアプローチ【4】や，分枝  

限定法などので厳密解導出【8】が試みられてきたが，分  

割数が少し増えると実際の導出は困難である．ところ  

で，連結な部分グラフの導出にはネットワークフロー型  

の定式化は有効ではないかと着目し，新たなアプローチ  

も考えられる．このアプローチは，整数混合計画となり  

（0，1）一変数の数も多いが，変数固定の前処理などの工夫  

により利用可能と思われる．   

4．地域のつながりを考慮したモデル   

上記のモデル化では基準（3）を考慮していない・しか  

し，実際はこれが区割画定を難しくする壁になっている  

と見受けられる．もちろん，この数理的には扱いにくい  

曖昧な基準を除き，最適案を提示し，後は政治的なプロ  

セスに任せるという利用方法は理にかなっているだろ  

う．ただ，できる限り意思決定をサポートしたいという  

観点からこの基準（3）にも踏み込むモデル化も試みてみ  

たい．導入には，どのように数値化を行うかが重要な点  

になる．その点は行政体制の整備強化に関する研究会が  

行った統計的なアプローチによる提案【1】がひとつの良  

い方向を与えてくれていると考えた．この提案では，人  

の移動データや行政の連携度合い，歴史的な経緯などの  

要素を基にクラスター分析を行い地域の結びつきを数値  

化している．この数値を利用したモデル構築も試みた．   

5．計算機実験   

2000年国勢調査人口確定値に基づくと，現行小選挙  

区で最も1姦の価値が低い選挙区は神奈川7区（607，566  

人）で，その逆が島根3区（236，116人）と寧る・その格  

差は，？．57倍である．現状定員配分を仮定し，区割変更  

によりどの程度の改善が可能かを1つの例として示す．  

神奈川県の最適な区割（49市区郡，17議席）  

現行区割での最大人口区は神奈川7区（607，556人）で，  

県内に限った場合の一票の格差は1．63倍である．本研  

究の実験では，・集合被覆問題を基にしたアプローチによ  
り最適解が導出できた．その結果，最大人口区は相模原  

市（605，561人）で全国で最も一票の価値が低い選挙区が  

入れ替わり，わずかだが全国ベースでの一票の価値を改  

善する．県内の一票の格差は，県内最小人口区の改善に  

より1．37倍と大きく改善される．最適解の最大人口区  

が1市のみからなる選挙区であることから，これ以上の  

一票の格差の改善には相模原市の分割以外には可能性が  

無いこともわかる．  

島根県の最適な区割・（20市区郡，3議席）  

島根県の2郡は地理的には分離している町村の集まりな  

ので，ここでは「区割案の作成方針」に則り25市郡と  

捉え，選挙区に飛び地ができないように配慮した．集合  

被覆問題を基にしたアプローチでは最適解の導出は困難  

であったが，ネットワークフロー型の定式化を基にした  

アプローチにより最適解を導出した．最適解での最小人  

口区は松江市などを含む255，372人を有する選挙区とな  

る．県内の一票の格差は1．01倍となる．  
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